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令和４年度の
決算を公表します（一般会計・特別会計）

q１００３４３３
i�財政課（内５５２）

歳入
　前年度と比べて、市税は、新型コロナウイルスの影響で落ち込んでいた個
人所得や企業収益が回復傾向にあったことなどにより、９億４,２１９万円の増
となりました。一方で、子育て世帯等臨時特別支援事業費補助金や新庁舎建
設事業債の減などにより、歳入全体では２２億１,０２３万円の減となりました。

歳出
　前年度と比べて、道路新設改良に係る設計等委託料の増などにより、土
木費が１０億７,９３８万円の増となりました。一方で、庁舎建設に係る用地買
収費の減などにより総務費が１３億１,４７１万円の減となり、歳出全体では
２２億５,１７０万円の減となりました。

●一般会計の主な事業
事業名 事業費 事業名 事業費

新型コロナウイルス感染症予防接種事業 ９億７,５１８万円 農業施設の整備等に取り組む農業者支援事業 ２,４６４万円
新庁舎建設事業 ７億２,２４４万円 義務教育就学児医療費助成拡大事業 １,８９９万円
小学校３５人学級施設整備事業 ２億１,０６３万円 武蔵国分寺跡史跡指定１００周年記念事業 １,２６６万円
デジタル化の推進事業 ４,５５０万円

（＊�９）経常収支比率とは、地方公共団体の財政構造の弾力性を
判断する指標として使われるもので、人件費等の経常経費
に地方税等の経常的な収入である一般財源がどの程度充当
されたかをみるもの。経常経費に充当した一般財源の残り
の部分が大きいほど臨時の財政需要に対応できることとな
り、財政構造に弾力性があるといえます

●経常収支比率（＊９）の推移●健全化判断比率の算定結果

指標 本市
多摩
２６市
平均

早期
健全化
基準
（＊４）

財政
再生
基準
（＊５）

解説

実質赤字
比率

黒字のため
数値なし

１２.０３％ ２０.００％
普通会計（＊６）の赤字額が、税や交付金な
どの市の収入の標準額（＊７）に対しどれく
らいの割合かを示す指標

連結実質
赤字比率 １７.０３％ ３０.００％

普通会計だけでなく、国民健康保険事業な
どの特別会計、下水道事業などの公営企業
会計も含めた、市全体における赤字額がど
れくらいの割合かを示す指標

実質公債費
比率 ０.２％ １.２％ ２５.０％ ３５.０％

市全体の実質的な借金返済額（公債費）が、
税や交付金などの市の収入の標準額に対し
どれくらいの割合かを示す指標

将来負担
比率 ７.８％ ３.１％ ３５０.０％

一般会計等で将来負担することが見込まれ
る額が、税や交付金などの市の収入の標準
額に対しどれくらいの割合かを示す指標

（＊�４）数値が１つでもこの基準を超えた場合、国の関与の下で計画的に財政の健全化を図って
いくことになる、イエローカードのようなものです。本市は、早期健全化基準を大きく下回っ
ています

（＊�５）レッドカードのようなもので、この基準を超えた場合、国のより強い関与の下、財政再
生を進める必要があります。本市は、財政再生基準を大きく下回っています

（＊�６）地方財政の統計などに用いられる会計。本市は、一般会計・土地取得特別会計の２会計
で構成しています

（＊�７）財政用語で標準財政規模といい、令和４年度は約２５７億８,７４６万円です

●資金不足比率の算定結果
指標 下水道事業会計 経営健全化基準（＊8） 解説

資金不足比率 黒字のため
数値なし ２０.０％

赤字の公営企業会計の資金不足額が
収入（料金収入や土地売却収入）のど
のくらいを占めているかを示す指標

（＊�8）この数値を超えた場合は、公営企業会計ごとに経営健全化計画を定め、経営の健全化に向
けて早急に取り組まなければなりません

国庫支出金　105億8,754万円（18.5％）

その他　20億7,198万円（3.6％）

諸収入 　12億9,251万円（2.3％）

繰越金　28億5,351万円（5.0％）

都支出金　79億3,835万円（13.9％）

地方消費税交付金　29億8,840万円（5.2％）

市税
245億858万円
（42.9％）

市債　19億5,660万円（3.4％）

繰入金　19億8,861万円（3.5％）

使用料及び手数料　9億7,016万円（1.7％）

歳入
571億5,624万円
(対前年度比3.7%減)

歳出
542億1,394万円
（対前年度比4.0%減）

民生費
257億9,837万円
（47.6％）

教育費　54億708万円（10.0％）

諸支出金　23億4,074万円（4.3％）諸支出金　23億4,074万円（4.3％）

総務費　60億1,410万円（11.1％）

衛生費　52億400万円（9.6％）

土木費　46億2,654万円（8.5％）

公債費　22億3,587万円（4.1％）公債費　22億3,587万円（4.1％）
消防費　16億7,401万円（3.1％）消防費　16億7,401万円（3.1％）
商工費　4億6,852万円（0.8％）商工費　4億6,852万円（0.8％）
その他　4億4,471万円（0.9％）その他　4億4,471万円（0.9％）

●全会計の決算額
会計 歳入 歳出

一般会計 ５７１億５,６２４万円 ５４２億１,３９４万円
土地取得特別会計 ０円 ０円
国民健康保険特別会計 １１２億３,１４５万円 １１０億４,７６９万円
介護保険特別会計 ９３億５,２３３万円 ９０億５,５８４万円
後期高齢者医療特別会計 ３２億６,２０８万円 ３１億７,７０５万円

全会計　合計 ８１０億２１０万円 ７７４億９,４５２万円

会計 収益的収入 収益的支出

下水道事業会計
２５億２０７万円 ２７億４８９万円

資本的収入 資本的支出

３億３,４９２万円 ８億６,５９１万円
※�下水道事業は、地方公営企業法の財務規定の適用により会計方式が
公営企業会計に移行しているため、別表示としています

●�国分寺市土地開発
　公社資産等

令和５年３月３１日現在

資産（１７億６,９８４万円）

現金および預金 ６,８１３万円

公有用地
事業用地　５,７４２．６０㎡ １７億１７１万円

負債（１６億４,３５０万円）

事業用地短期借入金 ９億９,１００万円

市借入金 ６億５,２４８万円

その他未払金 ２万円

資本（１億２,６３４万円）

資本金および準備金 １億２,６３４万円

※�市の事業計画に基づいて土地開発公社が
先行取得した事業用地は、早期に事業活
用が図れるよう検討しています

●市有財産の状況
令和５年３月３１日現在

土地
公園や施設の敷地

５１７,３２９．７９㎡

建物
学校や公民館など

１６４,９８４．６９㎡

物権
地上権

１,３５２．５８㎡

出資に
よる
権利

（株）JR中央線コミュニティデザイン
出資金など

５,７９０万円

物品
１件１００万円以上の自動車等備品類

２７７点

債権
国分寺市土地開発公社貸付金など

６億８,４３８万円

基金
財政調整基金など

１５０億２６１万円

　市では、他市と共同で一部事務組合を作り、競艇・競輪の収益
事業を運営しています。令和４年度は収益金１億６,０００万円の収
入がありました。

●収益事業（競走事業）

（＊�３）企業会計的要素である発生主義・複式簿記の導入と固定資産台帳の
整備を前提とする、総務省が設定した地方公共団体で行われる会計制
度の基準

　国は、平成２７年１月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提
とした財務書類の作成に関して、統一的な基準（＊３）を示しました。
市では、同基準に基づき令和３年度決算の財務書類（貸借対照表・行
政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成し、公
表しています。市HP・オープナー（市役所附属棟）で閲覧できます。
令和４年度決算の財務書類は現在作成中で、完成後公表します。

●統一的な基準による財務書類の公表

●森林環境譲与税の使途
決算額　１,４５３万円

わんぱく学校事業 １２１万円
樹林地等保存事業 １,３３２万円

※�森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律第３４条第３項
の規定に基づき、平成３１（令和元）年度より公表しています

●市債残高・基金残高の推移状況

（＊１）�市債
　�道路、公園、小・中学校、下水道などの公共施設整備のために、国や都、金融機
関などから長期に借り入れて調達した資金。整備した公共施設は将来にわたって
使用するため、将来の市民も負担することで世代間の負担を公平にします

（＊２）基金
　�条例によって設置され、特定目的のために積み立てられた資金や財産。年度間の
財政不均衡や予期せぬ経済変動に備える財政調整基金のように、法律で設置が義
務づけられているものもあります
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　ふるさと納税は、生まれ故郷や応援したい自治体に寄
き
附
ふ
ができる

制度です。市民の皆さんが他の自治体へふるさと納税をすると、そ
の分、市の税収が減ることとなります。
　ふるさと納税による市税の減収額は増え続けており、令和４年度
は約６億９,０００万円で、燃やせるごみ・資源物等収集運搬委託料の
約６億１,０００万円（令和４年度実績）を上回る金額となります。

●ふるさと納税による市税の減収額

４年度３年度令和２年度31年度30年度29年度平成28年度

1.1億円1.1億円
2.1億円2.1億円

2.9億円2.9億円
3.9億円3.9億円4.0億円4.0億円

5.5億円5.5億円
6.9億円6.9億円

●一般会計歳入歳出決算の状況

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく
健全化判断比率及び資金不足比率は、昨年同様にすべ
ての指標で早期健全化基準又は経営健全化基準の範囲
内でした。
　経常収支比率は、前年度と比較して０.１ポイント改
善しましたが、多摩２６市の中では上位から２３番目の数
値となり、財政が依然として硬直傾向にあることを表
しています。
　健全化判断比率や経常収支比率などの数値だけで
は、自治体の正確な状況を把握することはできません
が、引き続き健全な財政運営に取り組んでいきます。
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